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業務の適正を確保するための体制に対する基本方針

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制に関する当社の基本方針は以下の

とおりであります。

(１)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

定例取締役会は、取締役会規則に則り、原則として毎月１回開催し、経

営基本方針、法定事項、その他経営に関する重要事項につき審議・決定し、

取締役の職務を監督します。

社長は、職務権限規程に則り、取締役会の決定した方針に基づき、会社

の業務を執行統括し、かつ業務執行の最高責任者として取締役会に対して

責任を負います。

役員は、役員規程により、法令・社内諸規程の遵守や適正な業務運営を

確保するため、会社業績の拡大のみならず、内部管理体制の確立･整備を経

営上の最重要課題の一つとして位置付け、その実践のための具体的な方針

策定及び法令・社内諸規程の遵守・周知徹底について、誠実かつ率先して

取り組みます。

取締役・監査等委員で構成される監査等委員会は、監査等委員会規則に

則り、原則として毎月１回開催し、法令・定款に定める事項を決定し、監

査等委員会で審議・決定した監査方針、監査計画、職務分担に従い、取締

役の職務の執行の監査を行い、監査報告を作成します。

(２)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る重要な意思決定は、定款の規定及び株主総会

の決定に基づき、取締役会、経営会議（当社グループ全常勤役員で構成）

及び稟議書等での審議、決裁によって行われており、その議事録、稟議書

及びその他の文書については、「文書管理規程」に基づき保存及び管理さ

れ、取締役、取締役・監査等委員、会計監査人等が閲覧、謄写可能な状態

で管理されます。

(３)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスクの防止及び会社損失の最小化を図ることを目的として「リスク管

理規程」を定め、全役職員は業務遂行に当たり、法令・定款及び会社の定

めるリスク管理等に関するルールを遵守します。
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内部統制に関するリスク分析については、「経営会議規程」及び「取締

役会規則」の定めに則り、経営会議においてリスク評価や分析の協議を行

い、その上で会社経営上重大なリスクについては、取締役会に諮り、その

対応を検討、実施します。

(４)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

定款及び取締役会規則の定めに従い、臨時取締役会、取締役が遠隔地に

いる場合に相手の状態を相互に確認しながら通話することによる電子会議、

取締役全員が書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたときの書面

取締役会を、随時に開催します。

監査等委員会規則の定めに従い、臨時監査等委員会を随時開催します。

(５)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

社内規程の一つとして、例外なくすべての役職員が守らなければならな

い基本原則である「コンプライアンスマニュアル」を制定し、法令等遵守

を尊重する企業風土の醸成をもって健全な業務運営を行います。

社長直轄の内部統制室において「内部監査規程」に基づき、会社内部の

業務遂行や法令・諸規程の遵守状況の監査を行うなど、内部管理体制等の

適切性・有効性を検証し、必要に応じ改善実施を求めることにより、会社

業務の健全かつ適切な運営の確保を図ります。

コンプライアンス・リスク管理体制の維持・向上に資することを目的と

して「不祥事故取扱規程」を定め、当社業務の健全かつ適切な運営に支障

をきたす行為に対して、適正な措置及び厳正かつ公正な処分を行うととも

に再発の防止を図ることを目指します。

不祥事故取扱規程において、不祥事故を発見し報告した者が不利益な取

扱いを受けることを禁止する定めを設け、健全な組織構築を図ります。

(６)当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための

体制

①経営会議規程に則り、当社及び子会社（以下合せて「当社グループ」と

いいます。）の経営状況及び経営課題につき十分検討、協議することを

目的とし、経営会議を開催しております。同会議は当社グループの全常

勤役員にて構成され、原則として毎週１回定期的に開催します。

②関係会社管理規程に則り、重要事項に関しては、当社の事前承認または

当社への報告を求め、グループ内各社で緊密な連携を取りつつ業務を行

うことにより、子会社を適切に管理します。
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③当社あるいは子会社の決定が、法令等による制限に関連して当社グルー

プ内他社に影響することがあるため、これらについては、事前に必ず、

グループ内他社の所管部門から法令等による制限に照らし問題ないこと

について確認を得た後に、規定された決裁ルールに従い実施します。

④当社の内部監査部門が当社及び子会社の業務の適正性につき監査を実施

し、必要があれば当社の社長から関係会社に対して指導、勧告を行うな

ど改善を促します。

(７)監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

代表取締役及び取締役は、当社グループの健全で持続的な成長を確保し

社会的信頼に応える良質な企業統治体制の確立と運用のためには、取締

役・監査等委員で構成される監査等委員会による監査・監督の環境整備が

重要、かつ必須であると認識します。

そのため、監査等委員会から補助すべき取締役あるいは使用人を置くこ

とを要請された場合には、監査等委員会と協議のうえ、監査等委員以外の

取締役あるいは内部統制室・経営管理部・その他必要と認める部署より、

必要な人員を指名し、監査等委員会を補助すべき取締役あるいは使用人と

します。

(８)上記第７号記載の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締

役を除く）からの独立性に関する事項、及び当該人員に対する指示の実効

性確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき取締役あるいは使用人として指名され

た人員があり、当該人員が監査等委員会の職務を補助する業務を執行して

いる場合においては、当該人員は監査等委員会の指揮命令のもとに行動し

ます。

当該人員が監査等委員会の職務を補助する業務を執行している場合にお

いては、監査等委員の指揮命令のもとに行動し、当該人員は取締役・監査

等委員以外の者からの指揮命令を受けないこととします。

(９)監査等委員会への報告に対する体制

取締役・監査等委員は、それ以外の取締役の職務の執行を監査し、当該

取締役及び使用人に対し、いつでも事業の報告を求めることができます。

取締役・監査等委員である取締役が当社グループの業務及び財産の状況

の調査をすることができるよう、それ以外の取締役及び使用人は、取締役・

監査等委員に協力します。
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取締役・監査等委員への報告あるいは協力した取締役あるいは使用人が、

当該報告あるいは協力したことにより不利益を受けないものとします。

(10)その他 監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

取締役・監査等委員は、取締役会その他重要な会議に出席し意見を述べ

ます。

法令・定款の定めに基づき、取締役会での議決権行使、株主総会での必

要な意見陳述を行います。

監査等委員は、必要に応じて、内部統制・内部監査担当部門、法務担当

部門、経理担当部門等の関係部門との連携を図ります。

当社は、監査等委員会又は取締役・監査等委員からの求めに応じ、その

職務の執行について生じる費用の前払又は償還並びに債務の処理を行いま

す。

監査等委員会は、取締役の職務の執行を監査・監督することにより、当

社の健全で持続的な成長を確保し、社会的信頼に応える良質な企業統治体

制を確立することを職責としています。当該職責を遂行するため、監査等

委員会決議により「監査等委員会規則」を定め、各監査等委員の権限の行

使を妨げることなく、監査・監督に関する重要な事項について監査等委員

相互で報告を受け、協議又は決議すること等により、監査等委員会による

監査がより実効的なものとなるようにします。

(11)財務報告の適正性を確保するための体制の整備

①当社は、企業活動の継続と企業価値の向上において、コーポレート・ガ

バナンス体制の強化とコンプライアンスの整備を重要事項と位置付けま

す。

②そのうえで、真実かつ公正な財務報告をタイムリーに提供することを財

務報告の基本方針として、そのための内部統制体制構築と適時見直しを

進めます。

(12)反社会的勢力の排除に向けた体制の整備

当社では、「反社会的勢力との取引排除規則」を設け、当該規則の中で、

以下の基本方針を定め、これに基づく諸施策を実施します。

取引先が反社会的勢力でないことをできる限り確認し、反社会的勢力で

あることが判明した場合には一切関係をもちません。

－ 4 －
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反社会的勢力との取引を新規に発生させないように可能な限り未然防止

策を講じ、既存取引先については定期的な調査により反社会的勢力と関係

があることが判明した場合には可能な限り速やかに関係を解消できるよう

対応策を講じます。

反社会的勢力からの関与あるいは要求は排除します。

(13)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備していま

すが、その基本方針に基づき、以下の具体的取り組みを行っております。

当社グループ全体及びグループ各社の経営状況及び経営課題につき十分

検討、協議することを目的として、グループ各社の常勤役員にて、経営会

議を、原則として毎週１回定期的に開催することにより、業務執行の適正

性を保ちつつ、その迅速化を図っております。

当社は、平成27年６月26日付にて、監査等委員会設置会社に移行したこ

とにより、法令・定款・取締役会規則に基づき、会社経営に重大な影響を

及ぼす内容である場合を除き、取締役会として、代表取締役社長に、一定

事項の決定及び執行を委任することができることとして、業務執行の適正

性と迅速化の調整を図っております。

なお、当社の当事業年度の取締役会は以下の９名で構成され、取締役会

の全議案に関する議決権を有する監査等委員を中心に、業務執行に関する

チェックと監督を十分に行っております。

監査等委員以外の取締役　６名

監査等委員である取締役　３名（全員が社外取締役）

－ 5 －
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会社の支配に関する基本方針

当社では、現在のところ買収防衛策の導入をいたしておりませんが、社会情

勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいります。

－ 6 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

平成29年４月１日残高 831,233 328,233 1,600,816 － 2,760,282

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △47,580 △47,580

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

583,809 583,809

自己株式の取得 △125,602 △125,602

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

当連結会計年度中の変動額合計 － － 536,229 △125,602 410,626

平成30年３月31日残高 831,233 328,233 2,137,045 △125,602 3,170,909

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純 資 産 合 計

その他有価証
券評価差額金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成29年４月１日残高 536 536 12,033 2,772,852

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △47,580

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

583,809

自己株式の取得 △125,602

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

214 214 916 1,131

当連結会計年度中の変動額合計 214 214 916 411,758

平成30年３月31日残高 751 751 12,950 3,184,610

－ 7 －

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1）連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　３社

・主要な連結子会社の名称　　　株式会社ハウスジーメン

株式会社住宅アカデメイア

一般社団法人住宅技術協議会

(2）連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。

(3）会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　 移動平均法による原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　定率法を採用しております。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　　物　： ８年～38年

工具器具備品　： ３年～15年

ロ．無形固定資産　　　　　　　ソフトウエア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ．役員賞与引当金　　　　　　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額を計上しております。

ハ．株式給付引当金　　　　　　株式給付規程に基づく従業員への当社株式の交付

に備えるため、当連結会計年度末における株式給

付債務の見込額を計上しております。

－ 8 －

連結注記表



2018/05/25 20:33:22 / 17369402_日本モーゲージサービス株式会社_招集通知

④　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

２．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株

主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高める

ため、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託

（Ｊ-ＥＳＯＰ）」を導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社

及び当社グループ会社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。

当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件に

より受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。

従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め

取得し、信託財産として分別管理するものとします。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に

より純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末の当該自己

株式の帳簿価額は125,602千円、株式数は178,200株であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

(1）担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産

営業未収入金 6,009,880千円

営業貸付金 7,200,790千円

計 13,210,670千円

上記に対応する債務

短期借入金 13,210,670千円

　なお、上記以外に、預金のうち494,478千円は、契約に基づき、当社が支払債務494,478

千円の引受に伴い受け入れたものであり、その使用が制限されております。

(2）有形固定資産の減価償却累計額 99,029千円

(3）流動負債に計上した「支払備金」は、住宅瑕疵担保責任保険契約の引受けに関し、特

定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行規則第35条の規定に基づき設定

するものであります。
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(4）固定負債に計上した「責任準備金」は、住宅瑕疵担保責任保険契約の引受けに関し、

特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律施行規則第32条の規定に基づき設

定するものであります。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1)　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首の株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
の株式数(株)

発行済株式

普通株式 2,379,000 4,758,000 － 7,137,000

合計 2,379,000 4,758,000 － 7,137,000

自己株式

普通株式 － 178,200 － 178,200

合計 － 178,200 － 178,200

（注）１．平成30年３月９日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。

２．普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）制度に係る信

託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当

社株式（当連結会計年度期首－株、当連結会計年度末178,200株）が含まれてお

ります。

３．普通株式の発行済株式数の増加4,758,000株は、株式分割によるものです。

４．普通株式の自己株式の株式数の増加178,200株は、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）

が取得した当社株式59,400株、株式分割による118,800株であります。

(2)　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配 当 金 の 総 額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平 成 2 9年 ６ 月 ５日

取 締 役 会
普 通 株 式 47,580 20 平成29年３月31日 平成29年６月30日

（注）平成30年３月９日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。当該

株式分割は平成30年３月９日を効力発生日としておりますので、平成29年３月31日

を基準日とする配当につきましては株式分割前の株式数を基準としております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの
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決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配 当 金 の 総 額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成30年６月４日

取 締 役 会
普通株式 利益剰余金 57,096 8 平成30年３月31日 平成30年６月29日

（注）１．１株当たり配当額には、東証第二部上場記念配当１円が含まれております。

２．配当金の総額には株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）制度に係る信託財産として資産

管理サービス信託銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式に対する配当金1,425千

円が含まれております。

５．金融商品に関する注記

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については流動性、安全性の高い金融機関に対する預金

等で行っております。住宅ローンに必要な資金及び長期の資金需要を目的として金融

機関からの借入により資金を調達しております。なお顧客に貸付けた住宅ローンのう

ちフラット３５貸付債権は直ちに債権譲渡され、譲渡代金が回収されるまでの間は営

業未収入金に計上されます。土地購入資金などフラット３５に先行して顧客に貸付け

るプロパーつなぎローンは、フラット３５の融資が行われるまでは営業貸付金として

計上されます。

　デリバティブ取引は、投機的目的では利用しない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である営業未収入金、営業貸付金は取引先の信用リスクに晒されておりま

す。

　また借入金は、主に営業未収入金及びプロパーつなぎローンの債権譲渡代金が入金

されるまでの１ヶ月未満の短期の資金調達を目的としたものであります。

　なお、営業未収入金及び借入金の一部は、金利変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権である営業未収入金及び営業貸付金については、それぞれ金額が僅少であ

ること、取引先が政府系金融機関であること及び取引先が返済の保全のための融資保

険に加入することになっていること等から信用リスクは限定的ですが、当該リスクの

主管部署は取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を

管理するとともに財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図ってお

ります。

ロ．市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

　営業未収入金及び借入金の一部は１年未満で回収または返済されるため金利変動

リスクは限定的でありますが、当該リスク管理の主管部署は、金利動向のフォロー等

定期的なリスク管理を行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理
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　当社グループでは各社において、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金

操計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理

しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り

込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動すること

があります。

(2）金融商品の時価等に関する事項

　平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 4,936,062 4,936,062 －

(2) 営業未収入金 8,015,300 8,015,300 －

(3) 営業貸付金 7,572,290 7,572,290 －

資産計 20,523,652 20,523,652 －

(4) 短期借入金 14,964,910 14,964,910 －

(5) 未払金 661,239 661,239 －

負債計 15,626,149 15,626,149 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1)　現金及び預金、　(2)　営業未収入金、　(3)　営業貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

負　債

(4)　短期借入金、　(5)　未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円)

区 分 連結貸借対照表計上額

　非上場株式 0

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ていることから、時価開示の対象としておりません。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 4,936,062 － － －

営業未収入金 8,015,300 － － －

営業貸付金 7,572,290 － － －

合　計 20,523,652 － － －

４．借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

短期借入金 14,964,910 － － －

合　計 14,964,910 － － －

６．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 455円78銭

(2）１株当たり当期純利益 82円88銭

（注）１．当社は、平成30年３月９日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当た

り純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

２．株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）

に残存する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数か

ら控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は178,200株

であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は93,065株であります。

７．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

資本準備金

そ の 他
利 益 剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

平成29年４月１日残高 831,233 331,233 1,476,653 － 2,639,119

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △47,580 △47,580

当 期 純 利 益 430,219 430,219

自 己 株 式 の 取 得 △125,602 △125,602

株主資本以外の項目の当事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － 382,639 △125,602 257,036

平成30年３月31日残高 831,233 331,233 1,859,292 △125,602 2,896,156

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成29年４月１日残高 536 536 2,639,655

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △47,580

当 期 純 利 益 430,219

自 己 株 式 の 取 得 △125,602

株主資本以外の項目の当事業
年 度 中 の 変 動 額(純 額 )

214 214 214

事業年度中の変動額合計 214 214 257,251

平成30年３月31日残高 751 751 2,896,907
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（1）資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

・時価のあるもの　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの　　　移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　 　　 物　：　８年～18年

工具器具備品　：　５年～15年

　　　②　無形固定資産　　　　　ソフトウエア（自社利用分）については、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

（3）引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

②　役員賞与引当金　　　　役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額を計

上しております。

③　株式給付引当金　　　　株式給付規程に基づく従業員への当社株式の交付に備

えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込

額を計上しております。

（4）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　 当社は、当社の株価や業績と従業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株

主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高める

ため、従業員に対して自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ-

ＥＳＯＰ）」を導入しております。

（1）取引の概要

　　 本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社

及び当社グループ会社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。

　　 当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条件に

より受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給付します。

従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め

取得し、信託財産として分別管理するものとします。

（2）信託に残存する自社の株式

　　 信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）に

より純資産の部に自己株式として計上しております。当事業年度末の当該自己株式

の帳簿価額は125,602千円、株式数は178,200株であります。

３．貸借対照表に関する注記

（1）担保に供している資産

      営業未収入金　　　　　　　　　　　　　　　 　　　6,009,880千円

      営業貸付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,200,790千円

        計                                            13,210,670千円

　　上記に対応する債務

　　　短期借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13,210,670千円

　　　　なお、上記以外に、預金のうち494,478千円は、契約に基づき、当社が支払債務

494,478千円の引受に伴い受け入れたものであり、その使用は制限されております。

（2）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　 62,847千円

（3）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　　 　　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,381千円

　　　　 長期金銭債権                                      　　429千円

　　　短期金銭債務　　　　　 　　　               　　　　6,660千円

長期金銭債務　　　　　 　　                 　　　 43,853千円
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４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

　　　　　営業取引による取引高

営業費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,847千円

　  　　　営業取引以外の取引高　　　　　　　　　　  　　　158,186千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  178,200株

　　（注）普通株式の自己株式の株式数には、株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）制度に係る信

託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社

株式178,200株が含まれております。

６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(流動資産の部)

繰延税金資産

未払事業税 3,534千円

役員賞与引当金 3,449千円

株式給付引当金 3,367千円

その他 1,232千円

繰延税金資産(流動)合計 11,583千円

(固定資産の部)

繰延税金資産

敷金 933千円

その他 549千円

繰延税金資産(固定)合計 1,483千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 331千円

繰延税金負債(固定)合計 331千円

繰延税金資産(固定)の純額 1,152千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

(単位：千円)

種類 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(注)３

科目
期末残高
(注)３

子会社
株式会社住宅
アカデメイア

所有100.00%
役員の兼務等
資金の貸付

資金の貸付
(注)１

217,758

関 係 会 社
短期貸付金

70,909

関 係 会 社
長期貸付金

221,848

利息の受取
(注)２

4,746
そ の 他 の
流 動 資 産

-

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１. 資金の貸付の取引金額は、当事業年度中における純増減額を記載しております。

　　　２. 貸付金の利率については、当社の調達金利を勘案し決定しております。

　　　３. 取引金額及び期末残高には、消費税等は含まれておりません。

８．１株当たり情報に関する注記

(1)　１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　416円29銭

(2)　１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　 61円08銭

（注）１. 当社は、平成30年３月９日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行ってお

ります。当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純

資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

２. 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯＰ）

に残存する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数か

ら控除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期

中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は178,200株

であり、１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株

式数は93,065株であります。

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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